
1 

第 2回「安全保障と学術に関する検討委員会」（2016.7.28） 

論点整理 

小森田 秋夫 

はじめに 

１）論点整理＝事実認識（問題の所在についての認識）＋議論と判断の必要なことがら 

２）議論の出発点に当たって 

 (1)内容―先取りされた結論は存在しない

 例えば、2つの声明について、論理的には、①何も言わない、②再確認する、③再確認

したうえで付加（解釈／敷衍）する、④変更する、のいずれもがありうる。ただし、③

の内容によっては事実上④となりうる

 (2)名宛人―内容によって規定される。ただし審議の過程でこれを意識しておくことは有益 

  例えば、学術会議会員、科学者、大学および学協会、防衛施設庁を含む研究資金供給主

体、学術政策策定・決定機関、国民

(3)形式―内容と名宛人によって規定される 

３）以下の構成

①50年及び 67年決議以降の条件変化をどうとらえるか   →２ 

②軍事的利用と民生的利用、及びデュアル・ユース問題について   →３ 

③安全保障にかかわる研究が、学術の公開性・透明性に及ぼす影響   →４ 

④安全保障にかかわる研究資金の導入が学術研究全般に及ぼす影響   →６ 

⑤研究適切性の判断は個々の研究者に委ねられるか、機関等に委ねられるか →５ 

１．日本学術会議の従来の見解について 

１）1950年 4月総会「戦争を目的とする科学研究には絶対従わない決意の表明（声明）」 

（下線、小森田）

 

・理論物理学者らによる提案

・戦前に対する「反省」と「世界平和」への志向（憲法 9条） 

日本学術会議は、1949年 1月、その創立にあたって、これまで日本の科学者がとりきたった態

度について強く反省するとともに科学文化国家、世界平和の礎たらしめようとする固い決意を内外

に表明した。

われわれは、文化国家の建設者として、はたまた世界平和の使として、再び戦争の惨禍が到来せ

ざるよう切望するとともに、さきの声明を実現し、科学者としての節操を守るためにも、戦争を目

的とする科学の研究には、今後絶対に従わないというわれわれの固い決意を表明する。

　　　資料３
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・米ソ冷戦を背景とした国内外情勢に対する懸念 → 朝鮮戦争（1950.6）と再軍備 

・「内外の科学者への呼びかけ」：削除

２）1967年 10月総会「軍事目的のための科学研究を行なわない声明」（下線、小森田） 

・学術体制委員会、学問思想委員会、学術交流委員会、研究費委員会、長期研究計画調

査委員会でそれぞれ議論したうえで、4委員長が個人として連名で提案 

・総会における議論

  ‐個々の科学者を拘束するものではなく、学術会議会員としての決意の表明。 

  ‐してよいことといけないこととのけじめについて「標準的な見解」を示すべし。 

‐問題が外部から提起されたことに対する学界自身の反省が必要。 

・日本物理学会第 33回臨時総会決議 3（1967.9、後述） 

＊1967年声明当時の状況 

・米軍からの資金提供という現実の問題が直接の契機  cf. ヴェトナム戦争 

・自衛隊が存在。憲法 9条との関係については諸論があったが、合憲論の政府も「専

 守防衛」（個別的自衛権）が前提 

cf. 武器輸出 3原則（佐藤首相答弁、1967） 

・米軍か自衛隊かを問わず、「戦争目的」（本文）と「軍事目的」（表題）との区別を 

とくに行なうこともなく、〈戦争〉に〈真理の探究〉と〈平和〉を対置 

２．〈軍事〉と〈学術〉との接近―67 年段階からの変化をどうとらえるか 

１）背景事情 

(1)米軍と一体化した自衛隊の活動範囲の国外への拡大 

・「国家安全保障戦略について」（国家安全保障会議決定、閣議決定、2013.12） 

われわれ科学者は、真理の探究をもって自らの使命とし、その成果が人類の福祉増進のため役立

つことを強く願望している。しかし、現在は、科学者自身の意図の如何に拘わらず科学の成果が戦

争に役立たされる危険性を常に内臓している。その故に科学者は自らの研究を遂行するに当たっ

て、絶えずこのことについて戒心することが要請される。 

今やわれわれを取り巻く情勢は極めてきびしい。科学以外の力によって、科学の正しい発展が阻

害される危険性が常にわれわれの周辺に存在する。近時、米軍陸軍極東研究開発局よりの半導体国

際会議やその他の個別研究者に対する研究費の援助等の諸問題を契機として、われわれはこの点に

深く思いを致し、決意を新たにしなければならない情勢に直面している。 

既に日本学術会議は、上記国際会議後援の責任を痛感して、会長声明を行った。 

ここにわれわれは、改めて、日本学術会議以来の精神を振り返って、真理の探求のために行われ

る科学研究の成果が又平和のために奉仕すべきことを常に念頭におき、戦争を目的とする科学の研

究は絶対にこれを行わないという決意を表明する。
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       キーワード：「我が国を取り巻く安全保障環境」の変化 

→「国際協調主義にもとづく積極的平和主義」 

   ・日米ガイドライン（2015.4）      

     ‐「同盟調整メカニズム」（日米共同調整所）の常設化 

     ‐定期的な共同訓練・演習 

     ‐情報共有             ← 特定秘密保護法（2014.12施行） 

   ・安保法制（2015.9） 

     ‐「存立危機事態」における防衛出動（集団的自衛権） 

     ‐「重要影響事態」（地理的限定の削除）における米軍等への後方支援等   

     ‐国連平和維持活動（PKO）における武器使用の拡大 

       自衛隊の任務「自衛隊は、我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つため、

直接侵略及び間接侵略に対し 我が国を防衛することを主たる任務とし、必要に

応じ、公共の秩序の維持に当たるものとする。」（自衛隊法 3 条） 

  (2)産業政策としての防衛装備（武器等）の開発 

・「武器輸出三原則」（原則禁止のもとで例外を承認）から「防衛装備移転三原則」（容

認を前提に部分的禁止・審査）へ（国家安全保障会議・閣議決定、2014.4） 

・防衛省「防衛生産・技術基盤戦略」（2014.6） 

  ‐大学や研究機関との連携強化 

     【資料１】「防衛生産・技術基盤戦略」 

・防衛装備庁発足（2015.10） 

    (3)技術的変化 

   ・民生技術と軍事技術との区別の流動化 → 「デュアル・ユース問題」 

     一方では、技術流出に対する規制の強化 

      → 外為法にもとづく「安全保障輸出管理」（「武器や軍事転用可能な貨物・技

術が、我が国及び国際社会の安全性を脅かす国家やテロリスト等、懸念活動を

行うおそれのある者に渡ることを防ぐ」ための先進国を中心とした国際的な枠

組み（国際輸出管理レジーム ）にもとづく輸出等の管理 ）の対象 

        【資料２】文部科学事務次官「大学及び公的研究機関における輸出管理体制の

強化について（依頼）」 

   【資料３】「大学に係る安全保障輸出管理行政に関する包括的改善要望書」 

     他方では、軍事技術の高度化の観点からの民生技術への関心 

２）〈軍事〉と〈学術〉との接近 

  (1)「外部資源」の積極的活用へ 

・防衛省傘下の研究所と大学との「技術交流」（2008～） 
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【資料４】防衛省経理装備局技術計画官「防衛省における国内技術交流につ

いて」（2011） 

【資料５】田村重信他編『防衛装備庁と装備政策の解説』（2016） 

  → 共同研究協定 の締結 

(2)受け皿の脱「平和」/「安全保障」目的化 

・宇宙航空研究開発機構法改正（2012年） 

「平和の目的に限り」

→ 「宇宙基本法第二条 の宇宙の平和的利用に関する基本理念にのっとり」

宇宙基本法「我が国の安全保障に資する」 

  ・自律性を前提とする大学については、直接的（法的）な措置はとられていない

  → 「軍事研究」についての各大学の慣行等に委ねられている

(3)資金供給による吸引・包摂 

・安全保障技術研究推進制度（2015年～） 

  ‐「これまで防衛分野でつながりが無かった大学や企業等が参入する端緒に」

【資料６】防衛省技術研究本部「平成 27年度予算概算要求の概要」 

・第 5期科学技術基本計画（2016年度～）における「国家安全保障」の位置づけ 

【資料７】第 5期科学技術基本計画

・従来からの米軍資金問題も継続

‐アメリカ国際無人機協会主催／ONR（海軍計画局）資金提供の無人ボート国際大会

（2015） 

‐DARPA（国防高等研究計画局）主催のロボットコンテスト（2012～） 

３）検討すべき問題の特定 

(1)〈戦争〉〈軍事〉〈安全保障〉

①〈戦争〉と〈軍事〉

・形式的なアプローチ

日本は戦争を放棄しているので、少なくとも日本については国家行為としての戦争

は存在せず、自衛隊は軍隊ではない 

→ 〈戦争〉〈軍事〉という〈問題〉そのものが存在しない

・実質的なアプローチ

  「防衛」と呼ばれる〈軍事〉が存在し、実質的な〈軍事組織〉が存在する

②〈安全保障〉と〈軍事〉

・〈安全保障〉概念の多義性

食料安全保障、人間の安全保障、サイバー・セキュリティ etc. 

⇒ 何から、何を、いかなる手段で守るのか？

cf. サイバーセキュリティ基本法（2014） 
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サイバーセキュリティの定義：「電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式により記録され、又は発信され、伝送され、若しくは受信さ

れる情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の当該情報の安全管理のために必要な措

置並びに情報システム及び情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保のために

必要な措置が講じられ、その状態が適切に維持管理されていること」

  ‐「国際的協調」が基本理念のひとつ

‐「我が国の安全に重大な影響を及ぼすおそれがあるものへの対応」は基

本的施策のひとつ

・軍事的手段による安全保障：明確な輪郭が存在する 

‐防衛省・自衛隊という軍事組織

防衛省設置法 3 条「防衛省は、我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つことを目

的とし、これがため、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊（自衛隊法  （昭和二

十九年法律第百六十五号）第二条第二項  から 第四項  までに規定する陸上自衛隊、

海上自衛隊及び航空自衛隊をいう。以下同じ。）を管理し、及び運営し、並びにこれ

に関する事務を行うことを任務とする。」

‐外国の軍事組織

(2)なぜ「軍事研究」を問うのか？

①軍事は人の殺傷の可能性を前提とした国家行為

 ・「防衛装備」の定義（防衛装備移転三原則） 

「防衛装備」＝「武器」（「輸出貿易管理令別表 1の 1の項に掲げるもののうち、軍

隊が使用するものであって、直接戦闘の用に供されるもの」）＋「武器技術」（「武

器の設計、製造又は使用に係る技術」） 

・「武器」の定義 

自衛隊法上の「武器」とは、「火器、火薬類、刀剣類その他直接人を殺傷し、又は武力

闘争の手段として物を破壊することを目的とする機械、器具、装置等」（三木首相、

1976.2） 

  ・殺傷能力の水準について限界はない 

  「憲法上あらゆる種類の核兵器がおよそ禁じられているとは考えていない」（横畠内

閣法制局長官、2016.3.18） 

ただし、とくに非人道的なものについては国際的に禁止されている 

化学兵器禁止条約（1993） 

→「化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律」（1995） 

・武器とその使用目的 

武器そのものに、攻撃用と防御用との区別をつけることはできるか？ 

【資料８】防衛省技術研究本部「平成 27年度予算概算要求の概要」 
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武力行使のシステムの一部を構成している、直接には殺傷を目的としない装備を

どう位置づけるか？ 

        cf. 「防衛装備」「防衛装備品」 

         ⇒ 武器の評価は使用目的による、と言えるか？ 

           使用（目的）は誰がどのようにコントールするのか？ 

②軍事は「敵味方」の関係を事実上想定している 

     ・「味方」にとって有用なものを「敵」には渡さないという論理が適用される 

     ・したがって、公開性・透明性を原則とする科学研究とのあいだで緊張関係に立つ 

    ③軍事研究は研究のあり方に影響を及ぼす可能性がある 

・研究の正当性についての倫理的問題をともなう 

・公開性が制限される領域が生じる 

・政策的に位置づけられた場合に研究資金バランスに影響を与える 

    ⇒ 検討の対象となるべき「軍事研究」の定義は？ 

       例えば 

  ‐軍事的ポテンシャルを高めることを目的とする研究 

  ‐軍事組織と協力し、またはそれに支援された研究 

 (3)日米の社会的文脈 

・〈軍事〉が社会に深く埋め込まれたアメリカ 

    ‐地域的限定のない軍事力の展開・行使 

    ‐軍需を中核とする産業・企業の存在（軍産複合体） 

    ‐軍関係機関による研究資金の大規模な配分 

  デュアル・ユースが〈問題〉として問われることは少ない 

  秘密性の確保は重視される → 貿易管理、「秘密特許」制度 

⇒〈学術〉の観点からアメリカのあり方をどう評価するか？ 

    ・憲法 9条をもち社会的文脈の異なる日本がアメリカに接近することを、科学者とし

ては どう考えるか？ 

  〈軍事〉と〈学術〉についての独自のあり方をめざすのか、差異を解消するのか？ 

  そのさい、科学が国際的環境（協力と競争）で行なわれていることは、どう考慮

されるべきなのか？ 

 

３．デュアル・ユース問題 

１）「デュアル・ユース」の意味 

 (1) 科学の成果の利用の両義性としての「デュアル・ユース」 

   ・科学の成果がどのように利用されるかについては、一般には事前に予測することができ

ない 
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・この意味での「デュアル・ユース問題」自体は、新しいものではない  cf.原子力 

(2)「デュアル・ユース技術」 

・技術は利用についての方向性を多かれ少なかれすでにもつ

・「軍事技術」と「民生技術」の両用性が問題設定の前提となっている

軍事技術の側から見たスピンオフ（軍→民）とスピンオン（民→軍）

【資料９】デュアル・ユース技術（田村重信他編『防衛装備庁と装備政策の解説』）

２）科学者の側から見てデュアル・ユースを問題にする意味

(1)ありうべき科学者の立場 

①科学の成果の利用については科学者の責任の範囲を超えるので関知しない、とする立場

②科学研究の成果の利用の両義性について自覚し、必要があればその利用の仕方について

発言（行動）する必要がある、とする立場

cf. パグウォッシュ会議（1957～） 

③科学研究の成果の利用の両義性について自覚し、好ましくない利用のされ方をする可能

性がある場合は、研究（発表）そのものを抑制する必要がある、とする立場

 (2)日本学術会議のこれまでの立場 

・２つの総会声明 → 少なくとも①は退けてきた 

・「科学者の行動規範」６  

前提となった「科学・技術のデュアル・ユース問題に関する検討報告」（2012.11） 

直接の契機は鳥インフルエンザ問題

軍事研究は主題化されていない 

(3)科学の成果の利用の両義性は、倫理的判断の問題を伴いうる 

４）安全保障技術研究推進制度の場合 

(1) 「デュアル・ユース技術」へのアプローチ 

・「近年、科学技術の急速な発展により、防衛技術に適用可能な新しい技術や概念が様々

な領域で生み出され」、「民生技術と防衛技術の境目が曖昧になっており、防衛装備

に適用可能な技術領域が広がってきている」 

・「将来の装備品に適用できる可能性のある萌芽的な技術」を対象とすることを明示 

→ 少なくとも行動規範６に言う「意図に反して」というケースには該当しない 

(2)研究者に働きかける論理 

・本委託研究は「防衛装備品そのものの研究開発」ではなく、「良好な結果が得られたも

のについては、防衛省において引き続き応用研究等を実施」し「将来の装備品に繋がっ

ていく」 → スピンオンについては分離を強調 

科学者は、自らの研究の成果が、科学者自身の意図に反して、破壊的行為に悪用される可能性

もあることを認識し、研究の実施、成果の公表にあたっては、社会に許容される適切な手段と

方法を選択する。
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「研究成果が広く民生分野で活用されることを期待」、審査における観点として「防衛

用途だけではなく、民生品等、幅広い分野へ波及することが期待できるか」（28年度

公募要領で追加） → スピンオフについては連続を強調 

  ・「防衛装備品を創製するためには、様々な段階の研究が必要」だが、本制度ではこのう

ち「基礎研究フェーズを対象」（28年度公募要領で追加）

「将来の応用における重要課題を構想し、根源に遡って解決法を探索する革新的な研究である、

技術志向型の基礎研究 」が主な対象。ただし、基礎研究には「特別な応用、用途を直接に考慮す

ることなく、仮設や理論を形成するため、又は現象や観察可能な事実に関して新しい知識を得る

ために行われる理論的又は実験的研究」としての定義もあるので、「研究提案を募集するにあた

り、応用先を直接指示することはせず 、将来の応用に関して技術的に関心がある技術領域を研究

テーマとして提示するにとどめ、応募者側に具体的な研究内容と研究目標を案出してもらう」

（同）。 

  研究テーマ選定の観点：「①既存の防衛装備の能力を飛躍的に向上させる技術、②新しい概

念の防衛装備の創製につながるような革新的な技術、③注目されている先端技術の防衛分

野への適用技術」（27年度公募要領。28年度では削除）

【資料 10】防衛省技術研究本部「平成 27年度予算概算要求の概要」 

【資料 11】安全保障技術研究推進制度 平成 27年度、28年度公募要領 

４．学術の公開性 

１）〈軍事〉と公開性 

(1)日本学術会議「科学者の行動規範」５ 

  ・研究結果の公開性 

  ・研究の意義と役割についての公開性と社会との対話 

  ・研究の社会的影響についての評価 

(2)〈軍事〉の秘密性 

  ・〈軍事〉はもっとも秘密性の高い国家行為であり、それが多かれ少なかれ正当化されて

いる領域でもある 

‐安全保障輸出管理 

‐特定秘密保護法 別表 

一 防衛に関する事項 

チ 武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の 研究開発

段階のもの の仕様、性能又は使用方法 

科学者は、自らが携わる研究の意義と役割を公開して積極的に説明し、その研究が人間、社会、

環境に及ぼし得る影響や起こし得る変化を評価し、その結果を中立性・客観性をもって公表す

ると共に、社会との建設的な対話を築くように努める。 
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リ 武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の 研究開 

発段階のもの の製作、検査、修理又は試験の方法 

⇒〈軍事〉と〈学術〉とは潜在的に緊張関係に立つ

２）安全保障技術研究推進制度の場合 

(1)成果の公開 

・「成果の公開を原則」とするため、「成果を外部に公開しないことを前提とするような研究提案

は避け」る。「研究期間途中の成果の公開については、事前に防衛装備庁に届け」る。 

・「得られた成果について外部への公開が可能」。「研究実施期間中の公開にあたっては、その内

容について事前に通知」（27年度公募要領では「お互いに確認」）が必要。研究実施者が公表を

希望する場合には、担当の POと調整の上、発表の前に「成果公表届」を提出。

(2)防衛装備庁が保有する情報あるいは施設の利用 

・「防衛装備庁が保有する情報あるいは施設の使用を前提とするような研究課題」は避ける。「特

定秘密」「特別防衛秘密」は提供しない。 

・「ただし、研究を実施する過程で、防衛装備庁が保有する情報あるいは施設の利用が研究目的達

成の上で有効であると、研究代表者及び防衛装備庁の双方が認めた場合には、別途、利用につい

て調整する」。 

⇒ 「公開を原則」とすることが強調されている

しかし、秘密性の高い領域だけに、原則が破られる可能性について吟味が必要。

例えば、「防衛装備庁が保有する情報・施設」の利用と公開性との関連は？ 

POによる「進捗管理」はどのように行なわれるのか？

「例外」の要件・判断権者は？

【資料 12】安全保障技術研究推進制度 平成 28年度公募要領 

【資料 13】阿曽沼剛「防衛省によるデュアルユース技術取り込みのための新

たな仕組み『安全保障技術研究推進制度』の創設について」（CISTEC 

Journal, 2015.11） 

５．科学者が所属する研究機関や学協会の立場はどのようなものであるべきか 

１）科学者の倫理と社会的責任 

(1)研究の自由をめぐって 

・研究の自由は絶対的なものか？ 

⇒ すでに研究の自由はさまざまな制約を受けている

  例えば、生命倫理の分野における審査システム

  ・規制に対するありうべき批判をどう考えるか？

‐国内における規制は国外への流出を惹き起こす

‐〈国費の投入→国益のための研究〉を規制すべきではない（研究の自由の擁護とは
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異なる論理）

【資料 14】自由民主党政務調査会科学技術・イノベーション戦略調査会「わ

が国の研究開発力強化に関する提言（中間報告）」（2013.5.14） 

 (2)科学者コミュニティーの役割 

  ・問題の所在を常に意識し、持続的に議論を行なえるような環境を形成する役割

  ・より具体的には、例えば行動規範の提示

２）大学の場合 

(1)大学の責任 

  ・学問の自由を擁護しつつ学問のあり方について自律する主体としての大学 

・研究=教育組織としての大学 

‐研究は施設等を利用し、チームをつうじて行なわれる 

‐研究は教育活動と関連する 

 ‐国際的な開放性を確保する必要がある 

  外国人研究者、留学生の存在 

(2)審査を行なうとした場合の論点 

  ・制度の「入口で」判断するという考え方 

例えば、目的、資金源、公開性の担保 

制度の「中に入って」（個別案件ごとに）判断するという考え方 

・安全保障技術研究推進制度の場合、防衛装備庁との委託契約（所属機関の同意書が必要） 

 したがって、不可避的に研究機関としての判断が求められる 

  大学を経由しない場合は？ 

・いずれにしても、根拠や基準が問われる 

(3)各大学の態度 

  ・すでに規則を備えている事例

【資料 15】東京工業大学「軍事・国防関連の研究を実施する政府機関等との研

究協力に関する要領」（2005） 

  ・行動規範等を補充した事例

 【資料 16】東京大学大学院情報理工学系研究科「科学研究ガイドライン」（2014） 

【資料 17】「新潟大学の科学者行動規範」（2015） 

３）学協会の場合 

  ・日本物理学会 

決議 3（1967） 

日本物理学会は今後内外を問わず、一切の軍隊からの援助、その他一切の協力関係をもたな

い。

決議 3の具体的取り扱い（1995） 
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 １．会誌および JPSJ等、学会の刊行する出版物に対する投稿、および学会発表は、その研

究内容が明白な軍事研究であると判断される場合を除き自由とする。

２．学会が共催、協賛、後援する諸団体、学協会の会合および各国との国際協力については、

主催組織が軍関係団体である場合には協力を断る。

３．学会の会計で凍結されている米軍資金については、今後の検討課題とする。

注：明白な軍事研究、および軍関係団体の範囲については、理事会の判断事項とし、拒

否例が出た場合には代議員に報告する。この判断基準は国際常識に従い、研究費の出所

のみで判断することはしない。

【資料 18】日本物理学会行動規範

  ・社会医学会 

 学会誌の投稿論文（新規採用自衛官に対する質問紙調査）をめぐる議論（『社会医学

研究』32巻 2号、2015）

  → 編集委員会は「戦争加担のための研究」ではないと判断して掲載 

６．研究資金をめぐる全体的な動向という視点から 

１）研究資金についての動向 

(1)大学への要請 

  ・基礎研究の主要な担い手として引き続き期待する 

  ・基盤的経費（運営費交付金等）への依存度を減らし、外部資金（競争的資金、寄付金）

に比重を移せ 

  ・大学を他から隔てている「壁」（資金、人、制度）をなくせ 

(2)「デュアル・ユース技術」研究の拡大 

  ・安全保障技術研究推進制度の拡充

自民党国防部会：100億円規模に（2016.5） 

cf. 27年度概算要求では 60億（27年度は 20億） 

【資料６】防衛省技術研究本部「平成 27年度予算概算要求の概要」 

  ・その他のプロジェクト

「第 5期科学技術基本計画の検討においてもデュアルユース（軍事・民生両用）の重要性が

指摘されており、政府の科学技術政策において、デュアルユース技術の開発を推進すべきで

ある。こうした観点から、総合科学技術・イノベーション会議との連携を図り、革新的かつ

非連続的な技術開発を行う ImPACTを拡充・強化するなどの取組みを進めるべきである。」 

【資料 19】防衛産業政策の実行に向けた提言（日本経団連、2015.9.15） 

【資料 20】防衛装備庁「総合取得改革に係る諸施策について（平成 28年度予算）」 

【資料 21】「革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）」 

  ・司令塔機能の整備
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国防大臣を 総合科学技術イノベーション会議 の構成員に

議長 内閣総理大臣

議員 内閣官房長官、科学技術政策担当大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学

大臣、経済産業大臣

有識者（大学関係 3、研究開発法人 1、産業界 3） 

 関係機関の長 日本学術会議会長

現在は、科学技術イノベーション予算戦略会議 に防衛装備庁防衛技監が参加

【資料 22】自由民主党政務調査会「防衛装備・技術政策に関する提言―『技

術的優越』なくして国民の安全なし」（2016.5） 

２）科学者は安全保障技術研究推進制度にどう向き合っているか

とくに、応募した研究者の考え

３）軍事研究の拡大は学術にどのような影響を与えるか 

(1)日本が参照しようとしているアメリカの経験をどう見るか 

国防高等研究計画局（Defense Advanced Research Projects Agency（DARPA）） 

(2)戦前の日本の経験から何を汲み取るか  

12

http://www.darpa.mil/


13



14



15



16



17



18



19



20


	論点整理 SCJ　安全保障　論点整理
	1 SCJ　安保資料①
	2 SCJ　安保資料②



